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(57)【要約】
　【課題】　小型化が可能で、多数個取りによっても精
度よく周波数調整可能な圧電部品を提供する。
　【解決手段】　本発明の圧電部品は、支持基板１と、
支持基板１上に両端が固定されかつ振動可能に搭載され
た圧電素子２とを含み、圧電素子２は、一方主面および
他方主面にそれぞれ互いに対向する領域を有するように
配置された電極（励振電極２２、２３）を備え、かつ前
記一方主面および前記他方主面にそれぞれ電極（励振電
極２２、２３）とは間隔をおいて絶縁されるとともに反
対側の主面に配置された電極（励振電極２２、２３）と
の間で容量を形成するように配置された容量形成用電極
２４、２５を備えている。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持基板と、該支持基板上に両端が固定されかつ振動可能に搭載された圧電素子とを含
み、該圧電素子は、一方主面および他方主面にそれぞれ互いに対向する領域を有するよう
に配置された電極を備え、かつ前記一方主面および前記他方主面にそれぞれ前記電極とは
間隔をおいて絶縁されるとともに反対側の主面に配置された前記電極との間で容量を形成
するように配置された容量形成用電極を備えていることを特徴とする圧電部品。
【請求項２】
　前記電極の厚みと前記容量形成用電極の厚みとが異なっていることを特徴とする請求項
１に記載の圧電部品。
【請求項３】
　前記電極の形成材料と前記容量形成用電極の形成材料とが異なっていることを特徴とす
る請求項１または請求項２に記載の圧電部品。
【請求項４】
　前記容量形成用電極の表面が絶縁膜で覆われていることを特徴とする請求項１乃至請求
項３のうちのいずれかに記載の圧電部品。
【請求項５】
　前記一方主面における前記電極と前記容量形成用電極との間隔が、前記他方主面におけ
る前記電極と前記容量形成用電極との間隔とは異なっていることを特徴とする請求項１乃
至請求項４のうちのいずれかに記載の圧電部品。
【請求項６】
　平面視による前記一方主面に設けられた前記容量形成用電極の面積と前記他方主面に設
けられた前記容量形成用電極の面積とが異なっていることを特徴とする請求項１乃至請求
項５のうちのいずれかに記載の圧電部品。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高信頼性および高精度な周波数特性が得られる圧電部品に関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　従来、図８に示すように、支持基板６１と、該支持基板６１上に両端が導電性接合材６
２で固定された圧電素子６３とを備え、支持基板６１の上面に設けられた電極６４および
下面に設けられた電極６５によって容量が形成されて容量素子とされたレゾネータ（圧電
部品）が知られている（特許文献１を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－２１０４０４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　このようなレゾネータ（圧電部品）は、支持基板６１に容量を形成する領域を確保する
必要があることから、小型化が難しい。また、多数個取りによって製造しようとすると、
隣の個片の電極による浮遊容量を拾って精度よく周波数を測定し調整された圧電部品とす
るのが難しい。
【０００５】
　本発明は上記の事情に鑑みてなされたもので、小型化が可能で、多数個取りによっても
精度よく周波数調整可能な圧電部品を提供することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の圧電部品は、支持基板と、該支持基板上に両端が固定されかつ振動可能に搭載
された圧電素子とを含み、該圧電素子は、一方主面および他方主面にそれぞれ互いに対向
する領域を有するように配置された電極を備え、かつ前記一方主面および前記他方主面に
それぞれ前記電極とは間隔をおいて絶縁されるとともに反対側の主面に配置された前記電
極との間で容量を形成するように配置された容量形成用電極を備えていることを特徴とす
る。
【０００７】
　また本発明の圧電部品は、前記電極の厚みと前記容量形成用電極の厚みとが異なってい
ることを特徴とする。
【０００８】
　また本発明の圧電部品は、前記電極の形成材料と前記容量形成用電極の形成材料とが異
なっていることを特徴とする。
【０００９】
　また本発明の圧電部品は、前記容量形成用電極の表面が絶縁膜で覆われていることを特
徴とする。
【００１０】
　また本発明の圧電部品は、前記一方主面における前記電極と前記容量形成用電極との間
隔が、前記他方主面における前記電極と前記容量形成用電極との間隔とは異なっているこ
とを特徴とする。
【００１１】
　また本発明の圧電部品は、平面視による前記一方主面に設けられた前記容量形成用電極
の面積と前記他方主面に設けられた前記容量形成用電極の面積とが異なっていることを特
徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、個片にする前の多数個取りの状態で近接する配線導体からの影響によ
る浮遊容量を抑え、個々の圧電部品の発振周波数を精度よく測定できるようになる。これ
により、高精度な周波数公差を有する圧電部品が多数個取りで製造（量産）でき、低コス
トで高精度に周波数調整された圧電部品を得ることができる。さらに、本発明によれば、
支持基板に容量を形成する領域を確保する必要がないので、小型化が可能な圧電部品とな
る。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】（ａ）は本発明の圧電部品の実施の形態の一例を示す概略断面図であり、（ｂ）
は（ａ）に示す圧電素子の拡大図である。
【図２】（ａ）は図１（ａ）の圧電部品の蓋体を取り外した状態の概略平面図であり、（
ｂ）は（ａ）に示す支持基板の平面図である。
【図３】（ａ）および（ｂ）は、本発明の圧電部品の実施の形態における圧電素子の他の
例を示す概略断面図である。
【図４】図３（ａ）に示す構成の圧電素子を含む圧電部品のスプリアス特性を評価したグ
ラフである。
【図５】本発明の圧電部品の実施の形態の他の例を示す概略断面図である。
【図６】本発明の圧電部品の実施の形態における圧電素子の他の例を示す概略断面図であ
る。
【図７】（ａ）は本発明の圧電部品の実施の形態における圧電素子の他の例を示す概略断
面図であり、（ｂ）は（ａ）に示す圧電素子の平面図、（ｃ）は（ａ）に示す圧電素子の
底面図である。
【図８】（ａ）は従来の圧電部品の一例を示す一部（蓋体）省略概略平面図であり、（ｂ
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）は（ａ）に示す圧電部品の概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の圧電部品の実施の形態の例について図面を参照して詳細に説明する。
【００１５】
　図１（ａ）は本発明の圧電部品の実施の形態の一例を示す概略断面図であり、図１（ｂ
）は図１（ａ）に示す圧電素子の拡大図である。また、図２（ａ）は図１（ａ）の圧電部
品の蓋体を取り外した状態の概略平面図であり、図２（ｂ）は図２（ａ）に示す支持基板
の平面図である。
【００１６】
　図１および図２に示す例の圧電部品は、支持基板１と、支持基板１上に両端が固定され
かつ振動可能に搭載された圧電素子２とを含み、圧電素子２は、一方主面および他方主面
にそれぞれ互いに対向する領域を有するように配置された電極（励振電極２２、２３）を
備え、かつ前記一方主面および前記他方主面にそれぞれ電極（励振電極２２、２３）とは
間隔をおいて絶縁されるとともに反対側の主面に配置された電極（励振電極２２、２３）
との間で容量を形成するように配置された容量形成用電極２４、２５を備えている。
【００１７】
　支持基板１は、例えば、長さが２．５ｍｍ～７．５ｍｍ、幅が１．０ｍｍ～３．０ｍｍ
、厚みが０．１ｍｍ～１ｍｍの四角形状の平板として形成された支持基板本体１１を含ん
でいる。この支持基板本体１１としては、アルミナ等のセラミック材料、及びガラスエポ
キシ等の樹脂系材料を用いることができる。
【００１８】
　支持基板１を構成する支持基板本体１１の下面には、一対の信号端子１２１、１２２お
よびグランド端子１３が設けられていて、支持基板本体１１の上面から側面にかけて、一
対の信号端子１２１、１２２と電気的に接続されるように配線導体１４１、１４２が設け
られ、グランド端子１３と電気的に接続されるように配線導体１４３が設けられている。
これらは、例えば金，銀，銅，アルミニウム、タングステン等の金属粉末を含む導電性ペ
ーストを印刷し、焼結させてなるものである。また、必要に応じてＮｉ／Ａｕ、Ｎｉ／Ｓ
ｎ等のめっきを形成したものでもよい。
【００１９】
　支持基板１の上には、圧電素子２が両端を固定されるようにして搭載されている。具体
的には、圧電素子２の両端部が導電性接合材３によって支持基板１上に振動可能に固定さ
れている。
【００２０】
　圧電素子２を構成する圧電体２１は、例えば、長さが１．０ｍｍ～４．０ｍｍ、幅が０
．２ｍｍ～２ｍｍ、厚みが４０μｍ～１ｍｍの四角形状の平板として形成され、長さ方向
または厚み方向に分極処理されたものである。この圧電体２１は、例えば、チタン酸鉛，
チタン酸ジルコン酸鉛，ニオブ酸ナトリウム，ニオブ酸カリウム，ビスマス層状化合物等
を基材とする圧電セラミックスや、タンタル酸リチウム，ニオブ酸リチウム等の圧電単結
晶を用いて形成することができる。
【００２１】
　また、圧電素子２は、圧電体２１の一方主面および他方主面にそれぞれ互いに対向する
領域を有するように配置された電極（励振電極２２、２３）を備えている。圧電体の２１
の上側の主面に設けられた励振電極２２は一方の端部から他方の端部側に向けて延びるよ
うに設けられ、圧電体の２１の下側の主面に設けられた励振電極２３は他方の端部から一
方の端部側に向けて延びるように設けられ、それぞれ互いに対向する領域を有している。
この励振電極２２、２３は、例えば金，銀，銅，アルミニウム等の金属を用いることがで
き、それぞれ圧電体２１の表面に例えば０．１μｍ～３μｍの厚みに被着される。そして
、導電性接合材３を介して圧電素子２の励振電極２２が配線導体１４１と電気的に接続さ
れているとともに、導電性接合材３を介して圧電素子２の励振電極２３が配線導体１４２
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と電気的に接続されている。なお、配線導体１４１における導電性接合材３との接続部お
よび配線導体１４２における導電性接合材３との接続部は、パッド形状のパターンになっ
ていてもよく、図２においては配線導体１４２における導電性接合材３との接続部がパッ
ド形状のパターンになっている。
【００２２】
　ここで、導電性接合材３は、支持基板１の上面と圧電素子２の下面との間に所定の空間
（間隙）を確保する機能も有している。このような導電性接合材３としては、例えばはん
だや導電性接着剤等が用いられ、はんだであれば、例えば銅，錫，銀からなる鉛を含まな
い材料等を用いることができ、導電性接着剤であれば、銀，銅，ニッケル等の導電性粒子
を７５～９５質量％含有したエポキシ系の導電性樹脂またはシリコーン系の樹脂を用いる
ことができる。
【００２３】
　このような圧電素子２は、両端部から励振電極２２および励振電極２３間に電圧を印加
したとき、励振電極２２と励振電極２３とが対向する領域において、特定の周波数で厚み
縦振動もしくは厚みすべり振動の圧電振動を発生させるようになっているものである。
【００２４】
　そして、圧電素子２は、圧電体２１の一方主面および他方主面にそれぞれ電極（励振電
極２２、２３）とは間隔をおいて絶縁されるとともに反対側の主面に配置された電極（励
振電極２２、２３）との間で容量（容量素子）を形成するように配置された容量形成用電
極２４、２５を備えている。そして、導電性接合材３を介して圧電素子２の容量形成用電
極２４および容量形成用電極２５が配線導体１４３と電気的に接続されている。なお、配
線導体１４３におけるそれぞれの導電性接合材３との接続部はパッド形状のパターンにな
っている。
【００２５】
　圧電体２１を挟んで反対側の主面に配置された電極（励振電極２２、２３）との間で容
量（容量素子）を形成するように容量形成用電極２４、２５が配置されていることで、圧
電体２１が持つ誘電体特性を有効に利用することができる。
【００２６】
　容量形成用電極２４、２５も励振電極２２、２３と同様の材料を用いることができる。
また、励振電極２２と容量形成用電極２４との間および励振電極２３と容量形成用電極２
５との間において得られる静電容量は、圧電素子２と接続されて形成される発振回路のＩ
Ｃとのマッチングによって定められる。
【００２７】
　なお、支持基板１の上には圧電素子２を覆うように蓋体４が設けられている。この蓋体
４は、支持基板１の上面の周縁部に接着剤などで接合されていて、これにより、支持基板
１とともに形成した空間に収容されている圧電素子２を外部からの物理的な影響や化学的
な影響から保護する機能と、支持基板１とともに形成した空間内への水等の異物の浸入を
防ぐための気密封止機能を有している。なお、蓋体４の材料として、例えば、ＳＵＳなど
の金属、アルミナなどのセラミックス，樹脂，ガラス等を用いることができる。また、エ
ポキシ樹脂等の絶縁性樹脂材料に無機フィラーを２５～８０質量％の割合で含有させて支
持基板１との熱膨張係数の差を小さくするようにしたものでもよい。
【００２８】
　圧電素子２が一方主面および他方主面にそれぞれ配置された電極（励振電極２２、２３
）とは間隔をおいて絶縁されるとともに、反対側の主面に配置された電極（励振電極２２
、２３）との間で容量（容量素子）を形成するように配置された容量形成用電極２４、２
５を備えていることで、個片にする前の多数個取りの状態で近接する配線導体からの浮遊
容量の影響を抑え、個々の圧電部品の発振周波数を精度よく測定できるようになる。これ
により、高精度な発振周波数公差を有する圧電部品が多数個取りで製造（量産）でき、低
コストで高精度に周波数調整された圧電部品を得ることができる。
【００２９】
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　さらに、本発明によれば、支持基板１に容量を形成する領域を確保する必要がないので
、小型化が可能な圧電部品となる。
【００３０】
　ここで、図３に示すように、電極（励振電極２２、２３）の厚みｔ１と容量形成用電極
２４、２５の厚みｔ２とが異なっているのが好ましい。これにより、圧電素子２の厚みが
不均一となるので、スプリアス特性が改善する。具体的には、容量形成用電極２４、２５
の重さに関係して、容量形成用電極２４、２５による容量形成部の共振周波数がずれ、圧
電素子２の振動周波数（共振周波数）で振動しないようになるため、リップルやスプリア
スを抑制することができる。また、振動エネルギーの閉じ込めを保って（励振電極２２、
２３の対向領域での振動を保って）、共振ピークのダンピング（減衰）を抑制することが
できる。
【００３１】
　なお、図３（ａ）は容量形成用電極２４、２５の厚みｔ２が励振電極２２、２３の厚み
ｔ１よりも厚い構成を示し、図３（ｂ）は容量形成用電極２４、２５の厚みｔ２が励振電
極２２、２３の厚みｔ１よりも薄い構成を示している。また、図４はスプリアス特性を評
価したグラフであり、容量形成用電極２４、２５の厚みｔ２と励振電極２２、２３の厚み
ｔ１とが等しい構成よりも図３（ａ）の構成（ｔ１＜ｔ２）のほうが、不要な周波数成分
が減衰された良好なスプリアス特性であることを示している。
【００３２】
　また、容量形成用電極２４の厚みと容量形成用電極２５の厚みとが異なっていてもよく
、リップルやスプリアスの位置を分散させるので、さらにこれらを抑制する効果が高まる
。
【００３３】
　また、電極（励振電極２２、２３）の形成材料と容量形成用電極２４、２５の形成材料
とが異なっていてもよく、例えば励振電極２２、２３の形成材料が銀である場合に容量形
成用電極２４、２５の形成材料が金である構成が挙げられる。これにより、圧電素子２上
の振動周波数が位置（電極位置）により不均一になるので、スプリアス特性が改善する。
すなわち、図３の構成と同様に、容量形成用電極２４、２５の重さに関係して、容量形成
用電極２４、２５による容量形成部の共振周波数がずれ、圧電素子２の振動周波数（共振
周波数）で振動しないようになるため、リップルやスプリアスを抑制することができる。
また、振動エネルギーの閉じ込めを保って（励振電極２２、２３の対向領域での振動を保
って）、共振ピークのダンピング（減衰）を抑制することができる。
【００３４】
　また、図５に示すように、容量形成用電極２４、２５の表面が絶縁膜２６で覆われてい
るのが好ましく、絶縁膜２６としては例えばエポキシやシリコーン等の樹脂材料などが挙
げられる。これによっても、容量形成用電極２４、２５による容量形成部の共振周波数が
ずれ、圧電素子２の振動周波数（共振周波数）で振動しないようになるため、リップルや
スプリアスを抑制することができる。また、振動エネルギーの反射を低減できる。
【００３５】
　また、図６に示すように、圧電素子２の一方主面における電極（励振電極２２）と容量
形成用電極２５との間隔ｄ１が、他方主面における電極（励振電極２３）と容量形成用電
極２４との間隔ｄ２とは異なっているのが好ましく、圧電素子２の振動を左右非対称にす
ることで、振動エネルギーの漏れや反射を周波数領域で分散させるとともに、スプリアス
発生周波数を調整でき、スプリアス特性が改善する。
【００３６】
　また、図７に示すように、励振電極２２と容量形成用電極２５との間（励振電極２３と
容量形成用電極２４との間）のギャップ形状を曲線状にする、例えば励振電極２２の端面
形状および励振電極２３の端面形状において幅方向中央部で凸となるような丸みを帯びた
形状（ちょうど半円または半楕円を描くような形状）にすることで、振動の集中する圧電
素子２中心部から放射状に広がる振動に対応した電極形状となるため、振動エネルギーの
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漏れや反射を抑制するとともに、共振特性（共振抵抗）が改善される。
【００３７】
　また、図６に示すように、平面視による圧電素子２の一方主面に設けられた容量形成用
電極２４の面積と他方主面に設けられた容量形成用電極２５の面積とが異なっているのが
好ましく、これにより、圧電体２１を挟んで対向する励振電極２２と容量形成用電極２４
との間で形成される容量値Ｃ１、圧電体２１を挟んで対向する励振電極２３と容量形成用
電極２５との間で形成される容量値Ｃ２を異ならせることができるため、ＩＣマッチング
が最適化できる。
【００３８】
　なお、本発明は上述の実施形態に限定されるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない
範囲において種々の変更・改良等が可能である。
【００３９】
　次に、本実施の形態の圧電部品の製造方法の例について説明する。
【００４０】
　まず、支持基板１を作製するための多数個取り基板を作製する。例えば、原料粉末を水
や分散剤と共にボールミルを用いて混合した後に、バインダ，溶剤，可塑剤等を加えてグ
リーンシートとする。このグリーンシートに必要により孔加工を施した後、金，銀，銅，
アルミニウム，タングステン等の金属粉末を含む導電性ペーストを印刷し、積層する。こ
れを例えば９００℃～１６００℃のピーク温度で焼成する。
【００４１】
　次に、圧電素子２を構成する圧電体２１は、例えば、原料粉末を水や分散剤と共にボー
ルミルを用いて混合した後に、バインダ、可塑剤等を加え、乾燥、整粒した。このように
して得られた原料をプレス成型後、焼成し、圧電磁器を得る。得られた圧電磁器の端面に
電極を形成し、例えば２５℃～３００℃の温度にて厚み方向に例えば０．４ｋＶ／ｍｍ～
６ｋＶ／ｍｍの電圧をかけて分極処理を行う。
【００４２】
　圧電体２１の上下面に形成される励振電極２２および励振電極２３、容量形成用電極２
４および容量形成用電極２５は、得られた圧電磁器に、真空蒸着法，ＰＶＤ法，スパッタ
リング法等を用いて圧電体２１の上下面に金属膜を被着させ、厚みが１μｍ～１０μｍ程
度のフォトレジスト膜をそれぞれの金属膜上にスクリーン印刷等を用いて形成した後に、
フォトエッチングによってパターニングすることによって、形成することができる。パタ
ーンニングされた圧電磁器を所定のサイズにダイシング等でカットすることにより圧電素
子２が作製される。
【００４３】
　そして、導電性接合材３を用いて、圧電素子２を多数個取り基板の上に搭載し、固定す
る。導電性接合材３が金属粉末を樹脂中に分散させてなる導電性接着剤の場合は、この導
電性接着剤をディスペンサ等を用いて配線導体１４１、１４２の上に塗布しておいて、圧
電素子２を載せ、加熱または紫外線照射により導電性接着剤の樹脂を硬化させればよい。
【００４４】
　次に、多数個取り基板の上に圧電素子２が搭載された状態で周波数調整を行う。周波数
調整は圧電素子２表面に形成された励振電極２２，２３および容量形成用電極２４，２５
を、イオンガン等によりエッチングし、長さや厚みを変えることや設計値を変えることで
ＩＣにマッチングさせる。また発振周波数の調整は、イオンガン照射時に信号端子１２１
、１２２とグランド端子１３に発振周波数測定用の端子を接続し、発振周波数を測定しな
がら行い、所定の周波数になった時点でイオンガンの照射を停止する方法にて実施する。
【００４５】
　そして、圧電素子２を覆うようにして、蓋体４の開口周縁面を支持基板１の上面の周縁
部に接合する。蓋体４としては複数の凹部有する多数個取りの集合蓋体シートを用いて、
凹部が圧電素子２を覆うようにして集合蓋体シートを多数個取り基板の上に乗せ、蓋体４
の開口周縁面となる集合蓋体シートの凸部を支持基板１の上面の周縁部に接合する。例え
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ば、準備しておいた蓋体４の開口周縁面となる集合蓋体シートの凸部に熱硬化性の絶縁性
接着剤を塗布し、蓋体４を支持基板１の上面に載せる。しかる後に、蓋体４または支持基
板１を加熱することにより絶縁性接着剤を１００～１５０℃に温度上昇させて硬化させ、
蓋体４を支持基板１の上面に接合する。
【００４６】
　最後に、各圧電部品（個片）の境界にそってダイシング等で切断する。
【００４７】
　以上の方法により、本発明の圧電部品が作製される。
【００４８】
　以上のような方法によれば、容量を内蔵した圧電部品を得ることができ、小型で高精度
の圧電部品を生産性よく製造することが可能となる。
【符号の説明】
【００４９】
１：支持基板
１１：支持基板本体
１２１、１２２：信号端子
１３：グランド端子
１４１～１４３：配線導体
２：圧電素子
２１：圧電体
２２、２３：励振電極
２４、２５：容量形成用電極
２６：絶縁膜
３：導電性接合材
４：蓋体
【図１】

【図２】

【図３】
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